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税務訴訟資料 第２５９号－３４（順号１１１４７） 

大分地方裁判所 平成●●年（○○）第●●号 法人税更正処分等取消請求事件 

国側当事者・国 

平成２１年２月２６日一部認容・確定 

 

判 決 

原告         Ａ株式会社 

同代表者代表取締役  甲 

同訴訟代理人弁護士  岩崎 哲朗 

           原口 祥彦 

           生野 裕一 

           上野 貴士 

同補佐人税理士    加島 和典 

被告         国 

同代表者法務大臣   森 英介 

同指定代理人     菊池 浩也 

           伊藤 彰 

           福本 昌弘 

           永澤 有司 

           川野 英樹 

           高木 修 

           平林 尚美 

           岩崎 光憲 

           志賀 弘一 

           杉村 博司 

           濱田 和隆 

           寺本 史郎 

 

主 文 

１ 大分税務署長が平成１６年７月９日付けでした原告の平成１４年４月１日から平成１５年３月

３１日までの事業年度の法人税の更正処分及び過少申告加算税の賦課決定処分のうち、所得金額１

億３１２５万９４６２円、納付すべき税額３８６７万５０００円及び過少申告加算税額１８７万６

０００円をそれぞれ超える部分を取り消す。 

２ 原告のその余の請求を棄却する。 

３ 訴訟費用はこれを５分し、その３を原告の、その余を被告の負担とする。 

 

事実及び理由 

第１ 請求 

 大分税務署長が平成１６年７月９日付けでした原告の平成１４年４月１日から平成１５年３月
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３１日までの事業年度の法人税の更正処分及び過少申告加算税の賦課決定処分のうち、所得金額７

１３３万４４６２円、納付すべき税額２１９９万４４００円及び過少申告加算税２０万７０００円

をそれぞれ超える部分を取り消す。 

第２ 事案の概要 

 本件は、原告の平成１４年４月１日から平成１５年３月３１日までの事業年度（以下「平成１５

年３月期」という。）における役員報酬及び役員退職給与に、それぞれ法人税法（平成１８年法律

第１０号による改正前のもの。以下「法」という。）３４条１項及び３６条に規定する不相当に高

額な部分があったとして、大分税務署長（以下「処分行政庁」という。）が行った法人税の更正処

分（以下「本件更正処分」という。）及び過少申告加算税の賦課決定処分（以下「本件加算税賦課

決定処分」といい、本件更正処分と併せて「本件更正処分等」という。）について、原告が、被告

に対し、その一部の取消しを求める事案である。 

１ 前提事実（証拠を挙示しない事実は争いがない。） 

(1) 当事者等 

 原告は、昭和４１年６月２０日に設立された一般貨物自動車運送業及び不動産賃貸業等を営

む法人である。原告の平成１５年３月期末の資本金は１０００万円であり、原告は法２条９号

に規定する普通法人で、かつ、同条１０号に規定する同族会社に該当する法人である。 

 乙（以下「乙」という。）は、昭和３５年ころ、個人で運送業を始め、昭和４１年に原告を

設立した時に取締役に就任し、昭和４３年５月１１日から平成１４年８月１６日までの間、原

告の代表取締役であった。乙は、平成１４年３月ころ入院し、入院先での検査の結果、同年４

月２０日過ぎころには大腸癌であることが判明し（原告代表者６５項）、同年５月下旬に一旦

退院したものの、同年６月上旬に再入院し、同年８月１６日死亡した（甲８、原告代表者、一

部につき争いがない。）。 

(2) 乙に対する役員報酬 

 原告は、乙の役員報酬額について、昭和６０年ころから平成１１年３月までの間、月額１５

０万円としていたが、同年４月以降、月額１２０万円に引き下げ（甲８、乙１７、原告代表者）、

さらに、平成１３年４月以降は月額８８万円に引き下げていたが、平成１４年４月以降、月額

１５０万円に増額し、同年４月から８月までの５か月間の役員報酬７５０万円を平成１５年３

月期の損金の額に算入した。 

 また、原告は、平成１４年１月から３月までの間の乙の役員報酬額についても遡って１５０

万円に増額し、その合計４５０万円と支払済みの総額２６４万円との差額１８６万円を平成１

４年３月期（原告の平成１３年４月１日から平成１４年３月３１日までの事業年度）の損金の

額に算入した。 

(3) 乙に対する役員退職給与 

 原告は、乙が死亡により代表取締役から退いたことから、乙の死亡により受領した受取死亡

保険金合計２億７２００万円（平成１５年３月期に雑収入として計上）を原資として、役員退

職慰労金規程（甲３）により算出した（ただし、勤続年数を３７年とするところを３８年で計

算している。）退職慰労金２億６１００万円（支給名目には退職慰労金１億９９５０万円のほ

か、功労金５９８５万円及び特別功労金１６５万円が含まれる。）及び弔慰金９００万円の合

計２億７０００万円を支給することとし、これを平成１５年３月期に死亡退職金として損金算

入した。 
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 なお、上記規程には、退職慰労金は、当該役位の最終報酬月額にその在任年数及び支給倍率

（取締役社長の場合は３．５）を乗じて算定する（３条）こととし、また、特に功績顕著と認

められる役員に対し上記算定額の３０％の範囲内で功労金を支給する（５条）とともに、会社

創立再建等格別の時期に具体的功労があり、功績顕著と認められる者について同範囲内で特別

功労金を支給することがあり（６条）、役員の死亡が業務上の死亡ではないときは、死亡退職

金とは別に直前の月間役員報酬の半年分を弔慰金として支給することができる（８条）旨規定

されている（甲３）。 

(4) 確定申告 

 原告は、平成１４年３月期及び平成１５年３月期の法人税確定申告書を法定申告期限までに

提出した。 

 平成１５年３月期の確定申告では、原告の所得金額を６２６４万９４６２円（①）とした。

なお、法６８条の規定に基づいて控除すべき所得税額は６万２６２１円であり、既に納付の確

定した法人税額は１９９１万４６００円である（甲１）。 

(5) 繰越欠損金 

 原告は、処分行政庁の調査における指摘に基づき、平成１４年３月期の欠損金額１６６８万

２４５５円を１４８２万２４５５円とする修正申告をした。そのため、平成１５年３月期の確

定申告書に繰越欠損金の当期控除額として記載した１６６８万２４５５円との差額１８６万

円（②）が当期控除過大額として平成１５年３月期の所得金額に加算される。 

(6) 本件更正処分等（甲１、一部につき争いがない。） 

 処分行政庁は、平成１６年７月９日付けで原告の平成１５年３月期の法人税について、以下

のとおり本件更正処分等をした。 

 まず、乙の役員報酬として相当であると認められる金額の月額（以下「適正役員報酬月額」

という。）は１２０万円であり、これを超過する３０万円の５か月分１５０万円（③）が、法

３４条１項に規定する不相当に高額な部分の金額に当たるとした。なお、比準報酬月額は１１

１万３４２８円（比較法人は大分税務署管内の別紙別表１（ただし、同表の「類似法人」を「比

較法人」に改める。）に係る１２社）であるが、適正役員報酬月額は、乙の増額前の１２０万

円であるとした。 

 また、乙の弔慰金９００万円のうち、適正役員報酬月額の６か月分７２０万円を弔慰金とし

て損金算入を認め、これを上回る１８０万円及び退職慰労金２億６１００万円の合計２億６２

８０万円を乙に対する役員退職給与と認定した。 

 その上で、乙の役員退職給与として相当であると認められる金額は１億５５４０万円（適正

役員報酬月額１２０万円×勤続年数３７年×功績倍率３．５）であり、これを上回る１億０７

４０万円（④）が、法３６条に規定する不相当に高額な部分に当たるとした。なお、比較法人

（熊本国税局管内の別紙別表２に係る甲、乙の２社）の平均功績倍率は、３．０９４であるが、

原告が主張している功績倍率３．５と近似値であるとして３．５を採用した。 

 その結果、処分行政庁は、原告の平成１５年３月期の所得金額を１億７３４０万９４６２円

（①～④の合計）、納付すべき税額を５１３２万円（差引納付すべき税額は３１４０万５４０

０円）とする本件更正処分及び過少申告加算税を３７１万１０００円とする本件加算税賦課決

定処分を行った。 

(7) 不服申立て（甲２、一部につき争いがない。） 
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 原告は、本件更正処分等を不服として、平成１６年８月２７日、審査請求をし、国税不服審

判所長は、平成１８年３月２２日、原告の所得金額は２億３６７０万９４６２円であり、本件

更正処分の額１億７３４０万９４６２円はその範囲内にあるから、同処分は適法であるとして

審査請求を棄却する旨の裁決をした。 

 なお、同所長は、１３６万６０５６円（比較法人は処分行政庁と同一であるが、不動産収入

等の副業を含めた総売上額で計算した。被告も当初この主張をしていたが、採用数値に誤りが

あったとして、現主張に訂正した。）の比準報酬月額を超える１５０万円の役員報酬について

直ちに不相当に高額であるとの判断をせず、処分行政庁の主張を排斥するとともに、弔慰金９

００万円の損金算入を認める一方、退職給与については平均功績倍率を１．６（比較法人は、

福岡県に所在する法人を含め、処分行政庁がいったん抽出した６法人に４法人を加えたものか

ら６法人を抽出した。）とした。 

２ 関連法令等の定め 

 本件関連法令及び弔慰金等の取扱いを定めた相続税法基本通達の要旨は、別紙「関連法令等」

記載のとおりである（乙５。法人税法施行令（以下「法施行令」という。）については、平成１

８年政令第１２５号による改正前のもの、以下も同じ。）。 

第３ 争点及び争点に関する当事者の主張 

１ 乙の役員報酬に法３４条に規定する不相当に高額な部分があるか 

（被告の主張） 

(1) 乙の役員報酬月額を増額したことに合理的理由がないこと 

 乙の役員報酬は、平成１４年１月分以降、月額８８万円から１５０万円に増額されているが、

平成１４年３月期の売上金額や売上総利益が前期（平成１３年３月期）より大幅に減少してお

り、業績とは無関係に報酬増額がなされたこと、乙は同年３月から入退院を繰り返しており、

報酬増額前と同様な職務を行うことが困難な状況であったこと、不動産収入は減少した運送収

入を補うには至っていないこと、乙が代表取締役を務める関連会社である株式会社Ｂ（以下「関

連会社」という。）と同時に報酬増額がなされたこと、乙の役員報酬増額について取締役会で

決議された事実及び時期が疑わしいこと、乙以外の役員報酬及び従業員給与は、横ばい又は減

少していたにもかかわらず、乙の報酬のみが突出して増額されていることなどからすれば、そ

の増額に合理的理由はない。 

(2) 適正役員報酬月額が１３６万７６９０円であること 

 大分税務署管内の法人から、原告と同種の事業を営む法人で、その事業規模が類似し、外注

比率や使用人最高給与額等の点で比較法人として相当でないものを除外する等して１２法人

を比較法人として抽出した上で、比較法人の代表取締役報酬金額の平均額に、売上金額、売上

総利益率、使用人最高給与額及び個人換算所得金額（同族会社を個人事業者として捉えた場合

の所得金額）の４項目（以下「比準４項目」という。）による原告と比較法人の平均額との比

準割合を加重した金額を１２か月で除した額（以下「比準報酬月額」という。）は、１３６万

７６９０円である（計算内容は別紙別表１参照）。 

 比較法人は、客観的な基準に基づいて機械的に抽出されており、また、比準４項目を用いた

比準報酬月額の算出は、法３４条１項及び法施行令６９条１号に基づく合理的なものである。 

(3) したがって、適正役員報酬月額は１３６万７６９０円であり、乙の役員報酬のうち、上記

金額を超える部分は不相当に高額な部分に当たる。 



5 

（原告の主張） 

(1) 乙の役員報酬月額を増額したことに合理的理由があること 

 乙の役員報酬の減額は取引先の減少、社内のリストラによる経営責任の明確化のためであり、

その後、不動産収入が安定して売上が増加したため、平成１４年２月から３月上旬ころ、乙の

病気とは無関係に、好調な決算内容を勘案して、一時的な減額以前の報酬月額に戻したもので

あり、他の取締役は、乙の報酬を減額した際も減額がないため報酬額を改定していない。した

がって、乙の報酬を月額１５０万円に増額したことには合理的理由がある。 

(2) 適正役員報酬月額を算定するに足りる基礎事実が存在しないこと 

 比較法人の抽出においては、売上金額のみに着目して倍半基準（原告の０．５倍以上、２倍

以下）を適用したこと、原告の売上の約２割を占める不動産業を抽出条件にしていないこと、

売上利益率との相関関係が不明な外注比率を考慮した選別をしたこと、調査に時間を要する事

項（使用人最高給与額等）に把握できないものがあった法人を除外したこと、被告による法人

の業種管理が不十分で、抽出方法が確立されていないことなど、抽出方法が恣意的で不合理で

ある。 

 また、抽出された法人の数値の正確性は十分担保されていない。 

 以上に加え、比準４項目と役員報酬との相関関係の有無・程度が明らかでないこと、原告に

比べ遙かに小規模の比較法人が大半の抽出結果をそのまま用いたこと、被告側の度重なる主張

の変遷などからすれば、適正役員報酬月額を算定するに足りる基礎事実が存在しない。 

 なお、被告は、当初、乙の最終報酬月額のみならず適正役員報酬月額が１５０万円であるこ

とを認めていたのであるから、主張を変更することは自白の撤回に当たる。 

(3) したがって、適正役員報酬月額は１５０万円であり、乙の役員報酬に不相当に高額な部分

はない。 

２ 乙の役員退職給与に法３６条に規定する不相当に高額な部分があるか 

（被告の主張） 

(1) 比較法人の平均功績倍率が２．３であること 

 熊本国税局管内（種子島及び大島の各税務署管内を除く。）の法人から、原告と同業種で、

事業規模を端的に表す売上金額が同規模で、平成１２年４月１日から平成１５年３月３１日ま

での間に事業年度が終了する期間に、業務上の死亡以外の死亡退職により代表取締役に対して

退職金が支給された６法人を抽出し、さらに、原告と６法人の役員退職給与支給年度の前３事

業年度における比較項目（売上金額、申告所得金額、総資産価額及び純資産価額）の平均値を

比較し、全ての比較項目で倍半基準外となる１法人（別紙別表３の丙）を類似性が低いものと

して除き、残る５法人を比較法人として、その功績倍率（役員退職給与の額（功労金等を含む。）

を、最終報酬月額に勤務年数を乗じた額で除して得る倍率）の平均値を算出すると２．３（２．

２８）である（各法人の具体的数値は別紙別表２ないし４参照）。 

 比較法人は、客観的な基準に基づいて機械的に抽出されており、また、平均功績倍率の算出

は、法３６条及び法施行令７２条に基づく合理的なものである。 

 なお、原告は、乙の創業者としての功績を強調するが、これは、一般に勤続年数の長短及び

最終報酬月額に反映されている。 

(2) 原告の役員退職給与の算出根拠に合理性がないこと 

 乙に対する退職慰労金（功労金及び特別功労金（以下「功労金等」という。）を含む。）の原
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資は乙の死亡保険金であることや役員退職慰労金規程の書面が平成１４年３月に作成された

疑いがあることからすれば、退職慰労金の支給額は、退職慰労金規程に基づいて算出したもの

ではなく、受取死亡保険金に見合う退職慰労金を支給することで、できるだけ法人税及び相続

税が少なくなるように算出されたことが疑われる。 

 また、原告の挙げる独立行政法人、特殊法人及び認可法人（以下「独立行政法人等」という。）

には業種や事業規模について原告との類似性はなく、これら法人の退職金支給率をもって原告

の役員退職給与算出に合理性があることにはならない。 

(3) 弔慰金及び功労金等の損金算入について 

ア 弔慰金 

 弔慰金の相当な額については、相続税法基本通達３－２０の取扱いに準じて判断するのが

合理的であり、当該通達によれば、乙の適正役員報酬月額１３６万７６９０円の６か月分で

ある８２０万６１４０円が相当な額であり、これを超える７９万３８６０円は、退職給与と

して取り扱われるべきである。 

イ 功労金等 

 役員の退職により支給される一切の給与は退職給与であり、功労金等も法３６条の退職給

与に該当する。また、乙に対する退職慰労金（功労金等を含む。）の総額は受取死亡保険金

とほぼ同額であり、功労金等は恣意的に算出したものである。仮に功労金等が過去からの貢

献に対する報酬であり、役員報酬を低額に抑えて会社に留保した利益から支出したものであ

れば、法３５条４項の役員賞与に該当し、全額損金不算入となる。 

(4) したがって、乙に対する役員退職給与の適正額は、適正役員報酬月額１３６万７６９０円

に勤続年数３７年及び比較法人の平均功績倍率２．３を乗じた１億１６３９万０４１９円であ

り、これを超える部分は不相当に高額な部分に当たる。 

（原告の主張） 

(1) 比較法人の平均功績倍率が適正に算出されたとはいえないこと 

 比較法人の抽出過程では、各法人の原資料や退職給与規程を確認せず、調査過程で数値が変

遷するなど、その調査方法が杜撰であり、正確な数値が得られているとはいえない。 

 また、抽出された法人から比較法人を選別した理由も、弔慰金以外の支給額では死亡退職と

差異のない普通退職事例や再調査もせず退職事由不明の事例を除いたり、原告より純資産額が

１０分の１程度の法人を比較法人とするなど合理性を欠いている。加えて、被告側の功績倍率

に関する主張も大きく変遷している。 

 したがって、被告の算定した平均功績倍率が適正な数値とはいえない。 

(2) 原告の採用した功績倍率が適正であること 

 独立行政法人等の退職金支給率は、一般の法人の実態と乖離しないよう所轄官庁の監督が及

ぶものであるところ、乙の死亡した平成１４年当時、１００分の２８（１年単位の功績倍率に

引き直すと３．３６）であった。 

 加えて、民間企業は経営環境の変化等のリスクにさらされており、独立行政法人等の代表者

よりも退職金支給率が高額であって然るべきであり、創業者兼代表取締役の場合には、原告の

役員退職慰労金規程で定める３．５の功績倍率が社会通念上受け入れられていたことは明らか

である。 

(3) 弔慰金及び功労金等の損金算入について 
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ア 弔慰金 

 乙の適正な最終報酬月額は１５０万円であって、その６か月分９００万円が弔慰金として

相当な額であり、全額損金算入を認めるべきである。 

イ 功労金等 

 功労金等は、法人税法上の退職給与に該当するものだが、これらは、乙には、役員として

の在職中の顕著な功績のほか、会社創業者として会社発展の功績があることや役員報酬を本

来よりも低額に抑えて会社に利益を留保することで会社経営を軌道に乗せるなど役員退職

金のみでは評価し尽くされない会社創業者の貢献に対する報酬である。 

 したがって、前記功績倍率によって算定した役員退職金とは別に、その３０％を限度とし

て支給する功労金等の規程は合理的であり、乙に支給された功労金等は損金算入されるべき

である。 

(4) したがって、乙に対する役員退職給与については、勤続年数３７年を３８年と誤って算出

した点を除けば適正であって、当初損金算入した２億７０００万円のうち２億６３１７万５０

００円（勤続年数３７年で算出した退職慰労金及び功労金等並びに弔慰金の合計額）との差額

６８２万５０００円が損金算入されずに所得金額に加算されることになる。 

３ 損金算入を認めないことにより算出される原告の所得金額等 

（被告の主張） 

 前記被告の主張により計算すると、原告の平成１５年３月期の所得金額は２億１０５７万４４

５３円、納付すべき税額は６２４６万９５００円（差引納付すべき法人税額は４２５５万４９０

０円）、賦課されるべき過少申告加算税額は５３８万３５００円となり（別紙計算書１参照）、本

件更正処分等はいずれも上記範囲内であるから適法である。 

（原告の主張） 

 前記原告の主張により計算すると、原告の平成１５年３月期の所得金額は７１３３万４４６２

円（当初の申告所得額の６２６４万９４６２円（前記①）＋繰越欠損金の当期控除過大額の１８

６万円（前記②）＋上記２の原告の主張(4)の６８２万５０００円）、納付すべき税額は２１９９

万４４００円（差引納付すべき税額は２０７万９８００円）、賦課されるべき過少申告加算税額

は２０万７０００円となり、これを超える部分の本件更正処分等はいずれも違法である。 

第４ 当裁判所の判断 

１ 争点１（乙の役員報酬に法３４条に規定する不相当に高額な部分があるか）について検討する。 

(1) 乙の役員報酬月額を増額したことについて 

ア 乙の役員報酬は、平成１１年３月までの１５年近くにわたり、月額１５０万円であったの

が、同年４月以降、月額１２０万円に、さらに、平成１３年４月以降、月額８８万円に引き

下げられていたところ、平成１４年４月以降、月額１５０万円に増額され、同年１月分から

遡って１５０万円に増額されたことは前記第２の１(2)のとおりである。 

 この点、被告は、原告の平成１４年３月期の業績が前期（平成１３年３月期）より悪化し

ていることからすれば報酬増額に理由がない旨主張するところ、確かに、平成１３年３月期

と平成１４年３月期とを比較すると、売上金額は約５億８千万円から約３億６千万円に、売

上総利益は約１億６千万円から約１億３千万円に減少するなど事業規模の縮小が認められ

る（甲２、弁論の全趣旨）。 

 しかしながら、平成１３年４月に乙の役員報酬が月額８８万円に減額された理由は、食中
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毒事件関係での大口取引先との取引終了による売上減少とそれに伴うリストラにより従業

員を削減したことの責任を明確にするためであったところ、遅くとも平成１４年３月期末こ

ろには従業員削減等のリストラは終了したこと、購入した賃貸用不動産による売上の増加額

は平成１４年３月期だけでも約４千万円に上ったこと、平成１５年３月期も安定した不動産

収入及び運送収入の増加が見込まれていたこと及び実際に平成１５年３月期の売上高や売

上総利益は増加し、申告所得も６千万円を超え、役員報酬を１２０万円に下げた平成１１年

４月ころより約３千万円増加するとともに、営業利益及び経常利益も前期の赤字から３千万

円を超す黒字へと改善されていること（甲２、８、乙１９、２７、原告代表者２３～２６、

９３～１１８項、弁論の全趣旨）からすれば、前期の成績を参考としつつ来期の利益の推移

も予想して役員報酬を決定していた原告（原告代表者１６～１９項）において、経営責任明

確化のための報酬減額を解消して、直前の月額１２０万円に戻すのみならず、平成１１年３

月以前の１５年近くにわたって維持されていた月額１５０万円の報酬へ増額したとしても、

業績の点からは必ずしも不合理であるということはできない。 

イ また、乙は、平成１４年３月ころ入院してから同年８月まで入退院を繰り返しており（前

記第２の１(1)）、入院前と同様の職務を行うことが困難な状況であったことは窺われ、この

点から被告は乙の職務実績と無関係の増額を不合理であると主張する。 

 しかしながら、乙は、平成１２年にも、１月から３月まで肺癌の手術のため入院し、その

後も入退院を繰り返していたが、当時、乙の病気療養を理由にした報酬の減額はなされてい

ないこと（乙１９、原告代表者２２～２４、７２～７９項）からして、元々原告においては、

乙の報酬額は、もっぱら会社の業績を参考にして決められていたことが窺われるし、また、

乙が末期癌であることが判明したのは、大腸癌との検査結果が出た平成１４年４月２０日過

ぎころよりさらに後の開腹手術が実施された後のことであり（乙１９）、報酬増額の時点（原

告代表者は、１３３項で２月の終わりから３月上旬くらいには決めた旨供述するところ、遅

くとも末期癌であることが判明する以前に既に決定されていたものと認められる。）で、乙

の職務復帰の可能性がないことが明らかであったということはできない。 

 したがって、被告の上記主張は採用できない。 

ウ さらに、被告は、関連会社と同時に報酬増額がなされたことを不合理と主張するが、関連

会社とは業種や業績、増額理由も異なっており（甲９、原告代表者１３９～１４３項）、仮

に関連会社における増額が不合理であったとしても、原告における増額までも直ちに不合理

といえるものではない。 

 また、被告は、報酬増額についての取締役会決議及びその時期について疑義がある旨主張

するが、前記アのとおり、業績に基づく増額として一応理由があることからすれば、取締役

会の決議態様やその時期をもって直ちに増額自体を不合理ということはできない。 

 なお、他の役員の報酬は改定されない中で乙の報酬のみが増額されているが、原告の業績

が悪化した間も従業員給与や他の役員の報酬に大した変動もなく、乙の報酬のみが原告の業

績を強く反映して突出して減少していたこと（乙１７、１９、原告代表者２８、２９項）か

らすれば、業績の好転見込みを反映して乙のみが報酬を増額されたとしても不合理というこ

とはできない。 

エ 以上からすれば、平成１４年に乙の役員報酬月額が増額されたことについて合理的理由が

ないということはできない。 
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(2) 比較法人の抽出過程及び抽出結果に基づく比準報酬月額算出の合理性について 

ア 証拠（甲１、２、乙１６（全枝番を含む。以下書証について同様の場合は枝番を省略する。）、

１７、証人丙（以下「丙」という。）５０～７９、１６３～１８６、３２４～３３６項等）

によれば、処分行政庁においては、比準報酬月額を算出するに当たって、大分税務署管内で

原告と同業種である一般貨物自動車運送業を営む法人から、平成１４年４月１日から平成１

５年３月３１日の間に終了する事業年度（なお、乙１６の１２については平成１３年３月期

との記載があるが、１５年３月期の誤記と解される。）の売上金額が、原告の平成１５年３

月期の売上金額の倍半基準に該当する２４法人を抽出し、そのうち売上総利益率を把握でき

なかった４法人を除外し、残る２０法人（乙１６の１～２０）に対し使用人最高給与額を照

会・調査し、さらに、外注比率（売上金額に占める外注費・傭車料の割合）が２０％以上の

もの（原告は２．８１％）、代表者報酬が使用人最高給与額を下回っているもの及び個人換

算所得がマイナスとなっているものをいずれも比較法人として相当ではないとして除外し、

また、照会後も使用人最高給与額を把握できなかったものを除外した結果、１２法人（乙１

６の１～１２）を比較法人として抽出したことが認められる。 

 また、比較法人の代表取締役報酬の平均に、比準４項目における原告と比較法人の平均値

との比準割合を加重した金額を１２か月で除して、比準報酬月額を算出すると、１３６万７

６９０円であることが認められる（別紙別表１参照）。なお、前記のとおり、この比較法人

は処分行政庁が抽出したものと同一であるが、運送業以外の売上金も計上して売上金を修正

したものである。 

そして、上記２４法人の抽出は税務署内の管理システムを用いて機械的に抽出したものであ

り、１２法人に絞った後の計算については、調査を担当した丙国税調査官だけでなく同僚も

確認しており、算出結果の正確性は担保されているものといえる（乙１７、証人丙５２～５

４、８９、９０、２８１項）。 

イ 以上の比較法人の抽出過程及び比準報酬月額の算出について、原告は、抽出方法が恣意的

で不合理なものであるとして縷々主張するが、① 「事業規模が類似するもの」（法施行令

６９条１号）を検索するにあたり、売上金額に着目することが不合理とはいえないこと、②

 原告が運送業を主としていることは明らかであり、同業種の法人として不動産業ではなく

運送業を抽出条件とするのも合理的であること、③ 外注比率が高い法人は、もっぱら自社

車両で営業する原告とは営業形態が異なることは容易に予想され、また、個人換算所得がマ

イナスの法人と原告とでは「収益の状況」（同号）が大きく異なるといえ、これらを除外す

ることも一応理由があること、④ 他の法人に対し協力依頼をしても必ずしも回答が得られ

るとは限らず（証人丙３２４～３３６項）、利益率や使用人最高給与額が把握できない法人

について除外するのもやむを得ないこと、⑤ 結果的に売上金額が原告を下回る法人が多数

であったとしても（別紙別表１）、倍半基準自体は類似規模の法人を抽出する基準として一

定の合理性があるといえ、その範囲内であれば事業規模が一応類似するといえることからす

れば、原告の主張する他の諸事情を考慮してもなお、上記抽出方法自体が直ちに不合理であ

るということはできない。 

ウ そして、比準報酬月額算出に当たって、比較法人の代表取締役報酬の平均額を基にして、

比準４項目（売上金額、売上総利益率、使用人最高給与額及び個人換算所得金額）を用いた

ことについても、法施行令６９条１号で規定する「役員に対する報酬の支給の状況」、「事業
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規模」、「収益」及び「使用人に対する給料の支給の状況」並びに実質的な所得金額による法

人間の比較を踏まえたものといえ、合理性を有する算出方法といえる。 

 したがって、比較法人の抽出過程及び抽出結果に基づく比準報酬月額算出の合理性は認め

られる。 

(3) 適正役員報酬月額の判断 

 処分行政庁において抽出した比較法人１２社の係数を基に比準報酬月額を算出すると１３

６万７６９０円であり、被告はこれをもって適正役員報酬月額である旨主張するところ（なお、

原告は、被告のこの主張は自白の撤回に当たると主張するが、被告は最終報酬月額が１５０万

円であることを認めていたにすぎない（第１回弁論準備手続調書）から、前提を欠くものであ

る。）前記(2)のとおり、比較法人の抽出過程及び抽出結果に基づく比準報酬月額の算出自体に

は合理性が認められ、上記金額は適正役員報酬月額を判断するに当たって重要な資料になるも

のというべきである。 

 しかしながら、上記計算で用いられた比準４項目については、法３４条１項及び法施行令６

９条１号で明示的に定められているわけではなく、比準項目として何を選択するのかによって

計算結果もある程度変動し得る。 

 また、原告が指摘するように、比準４項目と役員報酬との相関関係が項目毎にどの程度ある

のかは必ずしも明らかではなく、例えば法人の所得金額ないしその実質的な所得金額といえる

個人換算所得が報酬に影響しやすいことは十分考えられるが、計算上の比重としては他の比準

項目と同じ４分の１の割合で計算されている。 

 さらに、被告も認めるように退職役員の最終報酬月額は創業者としての功績等、当該役員の

法人に対するそれまでの功績がもっとも表れていると考えられるところ、本件で適正役員報酬

月額が問題となっているのは乙の最終報酬月額であり、単純にある時期の法人の業績のみを参

考にして算出される平均的な役員報酬の水準を上回ることは十分考えられる。 

 以上からすれば、実際の報酬額が比準報酬月額をわずかでも超えたからと言って直ちに不相

当というべきではなく、比準報酬月額を基本としつつ、実際の報酬額との差額の程度や、最終

報酬月額であれば従前の功績も含まれていること等の事情も踏まえて適正役員報酬月額を判

断すべきである（ちなみに、国税不服審判所長も、前記のとおり、１３６万６０５６円の比準

報酬月額を超える１５０万円について直ちに不相当に高額であるとの判断をせず、処分行政庁

の主張を排斥しているものである。）。 

 そして、乙の役員報酬月額１５０万円は、比準報酬月額からわずか１割程度高いだけである

こと及び創業者として原告に対する乙の功績があることは明らかであること（被告自身も、上

記のとおり創業者としての功績は役員報酬月額に反映される旨主張しているところである。）

に加え、前記(1)のとおり、平成１４年に増額された役員報酬月額は平成１１年３月以前の１

５年近くにわたって維持されていた金額に戻ったにすぎず、増額されたことについて不合理と

いうことはできないことも考慮すると、月額１５０万円をもって直ちに不相当ということはで

きず、他に適正役員報酬月額が１５０万円を下回ることを基礎づける事情を認めることはでき

ない。 

(4) 以上からすれば、乙の役員報酬に法３４条１項に規定する不相当に高額な部分があるとい

うことはできず、被告の主張は採用できない。 

２ 争点２（乙の役員退職給与に法３６条に規定する不相当に高額な部分があるか）について 
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(1) 比較法人の平均功績倍率算出の合理性 

ア 証拠（甲１、乙１１～１５、１７、証人丙９５～１０４、１８７～２０９、２７５～２８

０、２９４～２９９、３５７～３６０項等）及び弁論の全趣旨によれば、処分行政庁におい

ては、比較法人の平均功績倍率を算出するに当たって、十分な事例を把握するために熊本国

税局管内の離島に所在する種子島及び大島の各税務署を除く３４税務署管内の法人から、原

告と同じ道路貨物運送業を営み、平成１２年４月１日から平成１５年３月３１日までの間に

終了する事業年度の売上金額が１億５０００万円以上で１２億円以下の６９０法人を把握

し、各税務署長に対し、上記期間に役員退職給与が支給された事例の調査依頼を行い（乙１

１）、４３件の回答があったが、そのうち代表取締役の退職給与支給事例は１７件であった

こと（乙１２）、１７件中、勤続年数が短期間のもの（３年ないし１６年）及び退職事由が

死亡退職ではないもの（普通退職又はその他）９件を除外したこと、残る８件のうち所轄税

務署管内の２法人を除く６法人について該当税務署に対する再調査を依頼した（乙１３）結

果、退職事由が普通退職のもの及び退職給与支給が平成１５年１０月期であったものが判明

した（乙１４の５、６）ため、これらを除外することとし、さらに６法人（別紙別表２）が

抽出されたこと（乙１２の１～６、１４の１～４）が認められる（処分行政庁は、このうち

２法人について比較法人として採用している。）。 

 原告と上記６法人の役員退職給与支給年度の前３事業年度における比較項目（売上金額、

申告所得金額、総資産価額及び純資産価額）の平均値を比較すると、１法人（乙１４の１、

別紙別表２の丙）が全ての比較項目で倍半基準外となり、これを除外して残る５法人を比較

法人として、その平均功績倍率を算出すると２．２８（小数点以下第２位を四捨五入して計

算すると２．３）であることが認められる（別紙別表３及び４参照）。 

 そして、比較法人の抽出過程では、数値の正確性を期するために、上記のとおり、該当税

務署長に対する再調査を実施するとともに、比較法人の資料作成は丙国税調査官に加えて他

の調査官も確認しており（弁論の全趣旨）、算出された平均功績倍率の数値の正確性は担保

されているものといえる。 

イ 以上のような平均功績倍率の算出について、原告は数値の正確性に欠け、比較法人の抽出

方法も合理性を欠き、適正な数値ではない旨主張するが、① 適正な役員退職給与額を判断

すべく広範囲かつ多数の法人の資料を検索・抽出するためには、各法人の原資料や退職給与

規程まで確認できなくともやむを得ないし、② 調査過程で数値が変遷したとしても、再調

査によって正確な数値が明らかになったものと考えられ、③ 比較法人の抽出条件として退

職事由を含ませ、死亡退職以外の退職給与支給事例を除いた点については、法施行令７２条

が「退職の事情」を考慮要素としていることに照らせば、不合理とはいえないこと、④ 比

較法人の中には純資産額が原告の１０分の１程度の法人も存在するが、そもそも比較項目全

ての点で倍半基準を充たす比較法人が存在していないように（別紙別表３）、厳密に類似性

を求めては比較法人抽出を不可能にするものといえるし、原告と「事業規模が類似するもの」

（同条）として比較項目のいずれかで倍半基準を充たす法人を比較法人とすること自体は一

定の合理性があること、他方で、比較法人全般に偏りがあるなど役員退職給与の相当な額を

算定する資料としての価値が低下するような事情がある場合、別途、相当な額を判断する際

に考慮すれば足りることからすれば、被告の用いた比較法人の抽出方法及び平均功績倍率の

算出自体が直ちに不合理であるということはできない。 
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ウ そして、５法人を比較法人として、その平均功績倍率を算出したことは、法施行令７２条

で役員退職給与の相当な額を算定する際に考慮するものとして規定する「退職の事情」及び

「同種の事業を営む法人でその事業規模が類似するものの役員に対する退職給与の支給の

状況」を踏まえたものといえ、合理性を有する算出方法といえる。 

 したがって、比較法人の抽出及び抽出結果に基づく平均功績倍率算出自体の合理性は認め

られる。 

(2) 原告の功績倍率算出根拠について 

ア 原告は、独立行政法人等の役員の退職金支給率から、功績倍率３．５が適正である旨主張

する。 

 もっとも、原告においては、乙の役員退職給与として、退職慰労金１億９９５０万円のほ

か、功労金５９８５万円及び特別功労金１６５万円が支給されている（前記第２の１(3)）

にもかかわらず、功労金等を除外して功績倍率の主張をしているから、原告の主張は、つま

るところ、功労金等を含めた役員退職給与の支給が適正であること、すなわち功績倍率４．

６（勤続年数３７年で算出した退職慰労金及び功労金等の合計額２億５４１７万５０００円

を最終報酬月額１５０万円及び勤続年数３７年で除したもの、小数点以下第２位は四捨五

入）が適正であると主張するに等しいものである。しかし、このような功績倍率４．６が独

立行政法人等に採用されていたと認めるに足りる証拠はない。 

イ 次に、功労金等を含めた意味で、適正な功績倍率が３．５倍であるかどうかについて検討

するに、確かに、独立行政法人等の役員の退職金支給に関しては、功績倍率として計算する

と、平成１４年度から平成１５年１２月までの間は３．３６、平成１６年１月以降は１．５

（業績勘案率により最大３．０）であることが認められ（甲６、７）、法人の性質上、これ

らの数値が、民間企業一般の功績倍率からそれ程かけ離れたものではないと考えられる。 

 しかしながら、上記事実のみをもって、法人の創業者兼代表取締役の場合には３．５の功

績倍率が通例であると認めるには足りないし、独立行政法人等と原告との間には、何らの類

似性もなく、仮に法人一般において３倍程度の功績倍率が採られることが多いとしても、そ

のことをもって直ちに原告において功績倍率３．５で退職給与を支給することが相当である

と評価することはできない。 

(3) 役員退職給与の適正額について 

ア 一般に、平均功績倍率法は、特段の事情がない限り、当該退職役員の当該法人に対する功

績はその退職時の報酬に反映されていると考え、同種比較法人の役員に対する退職給与の支

給の状況を平均功績倍率として把握し、比較法人の平均功績倍率に当該退職役員の最終報酬

月額及び勤続年数を乗じて役員退職給与の適正額を算定する方法であり、適正に算出された

平均功績倍率を用いる限り、その判断方法は客観的かつ合理的であり、法施行令７２条の趣

旨に合致するものということができるところ、前記(1)及び(2)によれば、比較法人の平均功

績倍率２．３は適正に算出されたことが認められ、他方、原告と同業種・類似規模の法人は

もとより、法人一般において功績倍率３．５ないし４．６が一般に採用されていると認める

に足りる証拠はない。 

 そうすると、功績倍率２．３を超える部分に相当する役員退職給与額については不相当に

高額な部分になるという被告の主張にも相応の根拠がないとはいえない。 

イ しかしながら、本件については、特有の事情として、以下の点を指摘することができる。 
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 まず、原告と比較法人の業績を比較すると、売上金額こそ概ね倍半基準の範囲内だが、申

告所得金額、総資産価額及び純資産価額のいずれの点でも原告が大きく上回るなど（別紙別

表３）、原告は同業種・類似規模の法人に比して経営内容が良好である（甲８、原告代表者

７～１２項）ところ、平均功績倍率は、原告より全般に業績の劣る比較法人の平均値にすぎ

ない。 

 次に、本件のように比較法人数が少ないと、法人抽出の範囲・方法により法人数がわずか

に異なるだけで平均値は容易に変動してしまう。実際に、前記のとおり、処分行政庁では比

較法人中の２法人のみを算定基礎としたことにより平均功績倍率が３．０９４となったほか、

国税不服審判所長による裁決では福岡県の法人からも抽出して被告とは一部構成を異にす

る６法人を算定基礎としたことにより平均功績倍率が１．６となっている。また、当該業界

における功績倍率の平均値をより客観的に求める観点からすれば、原告を加えて平均値を計

算することも考えられるが、この場合、被告主張の比較法人に原告を加えるだけで２．３か

ら２．７へ増加することになる。 

 また、被告が採用した比較法人５社の功績倍率は、高いものから４．００、２．８１、２．

１９、１．４５、０．９１となっている（別紙別表２、３）ところ、１．４５、０．９１と

低額に過ぎる一部の法人が存在することで平均値が不相当に引き下げられている（前記の独

立行政法人等の役員の退職金支給率が原告主張の功績倍率の相当性を直ちに基礎付けるこ

とはできないとしても、これとの対比からも上記功績倍率が低額過ぎることは明らかである

し、後記のとおり、処分行政庁はこれらの法人を比較法人から除外している。）し、また、

これらは平均功績倍率である２．３の周辺に集中しているわけではなく、相応のばらつきを

見せている。このような功績倍率の分布状況から考えても、平均功績倍率である２．３を超

えれば、直ちに不相当に高額であるとするには疑問の余地がある。 

 さらに、後記のように創業者として多大な功労のあった乙のような創業者の功労等、報酬

額に相当の影響を及ぼすと考えられる事情は平均値算出過程で基本的に考慮されていない

（証人丙。なお、被告は、創業者としての功績は、一般に勤続年数の長短及び最終報酬月額

に反映されているとも主張するが、そうであるとしても、功績倍率の相当性を検討するに当

たり、創業者としての功績を全く考慮しないでよいことにはならないというべきである。）。 

 このような事情を考慮すれば、少なくとも本件においては、比較法人の平均功績倍率が役

員退職給与の相当額を判断する際の重要な資料になるとしても、平均功績倍率を用いて算出

される金額をもって直ちに相当・不相当の基準とするのは相当ではなく（なお、前記のとお

り、処分行政庁も、原告の採用した功績倍率が平均功績倍率を上回ったからといって、直ち

に不相当に高額であるとは判断していない。）、比較法人の平均功績倍率に加え、その功績倍

率の分布状況、平均値算出過程では十分考慮されないが役員退職給与額に相当の影響を及ぼ

し得る原告や乙の事情をも考慮して不相当に高額な部分の有無及び金額を判断するのが相

当である。 

 そして、このように解することは、比較法人の功績倍率の分布状況も同業種・類似規模の

法人の支給状況の要素と考えられるうえ、退職給与として相当な額の判断基準として、業務

に従事した期間、退職の事情のほか、上記法人の支給状況等を考慮するように定め、これら

の列挙事項以外の事情を考慮することについても否定するものではない、法３６条及び法施

行令７２条の趣旨に反するものではない。 
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ウ そこで、これを本件について検討するに、乙は、個人で運送業を始めた数年後に原告を設

立した創業者であり、昭和４３年から平成１４年の死亡退職に至るまでの間、代表取締役を

務めて原告における営業活動を一手に引き受けていたこと、原告の利益率は同業種・類似規

模の法人の中では突出して高く（別紙別表１によれば、売上総利益率は１２比較法人の平均

の２倍以上である。）、乙の退職前１０年くらいの間は原告に毎年平均して４５００万円程度

の所得を計上させるなど、原告を収益性の高い法人に発展させたこと、平成１３年ころから

大口取引先との取引終了により原告の売上高は減少し、平成１４年３月期には経常利益で赤

字を計上するものの、リストラや不動産業による安定収入の確保等により翌期には経常利益

等を回復させたことが認められ（甲２、８、乙２７、原告代表者７～１２、２２～２６、８

０～８２、９３～１１８項）、以上によれば、創業者として好業績の法人である原告を維持

発展させた乙の功績は極めて大きいものといえるところ、このような事情は、創業者である

こと等を比較法人の抽出条件とはしない平均功績倍率の算出過程では考慮されるものでは

ないが、役員退職給与額に相当の影響を及ぼし得る事情と考えられる。 

 また、処分行政庁においては、２法人のみを比較法人として平均功績倍率を３．０９４と

算出し、原告の採用していた功績倍率３．５を近似値として相当としているところ、２法人

（別紙別表２及び３の甲及び乙）を抽出する過程で、欠損が多額であった１法人（同己）及

び功績倍率のあまりの低さから本来あるはずの退職給与が支給されていないと思われる３

法人（同丙、丁、戊）を除外したこと（証人丙１０４～１０９、２１４～２１６項）につい

ては、上記のような原告と他の同業種・類似規模の法人との業績の差異及び乙の創業者とし

ての功績を踏まえれば、その判断に相応の合理性があるものといえる。 

 以上の点に加え、前記イの諸事情も合わせ考慮すれば、３．５を超えない範囲の功績倍率

による役員退職給与については、直ちに不相当と評価することはできないものというべきで

あり、他に上記範囲の功績倍率による役員退職給与が不相当と評価すべき事情を認めること

はできない。 

 一方で、功績倍率のうち３．５を超える部分に係る役員退職給与については、比較法人の

平均功績倍率２．３を大きく超えていること、比較法人の功績倍率の分布状況を見ても、５

社中４社は功績倍率が３．０未満にとどまっており、最高値である４．０はそれら４社と比

べて突出して高いことなどからすると、原告及び乙に特有の上記事情を考慮してもなお、不

相当に高額といわざるを得ない。 

(4) 弔慰金及び功労金等の損金算入について 

ア 弔慰金 

 前記１のとおり、乙の最終報酬月額１５０万円に不相当に高額な部分はなく、相続税法基

本通達３－２０の取扱いに準じて判断すると、その６か月分９００万円が弔慰金として相当

な額となり、全額損金算入が認められる。 

イ 功労金等 

 功労金等も、乙の退職により支給された給与であるから、法３６条の退職給与に該当する

ところ、前記(3)のとおり､乙に支給された役員退職給与のうち、比較法人の平均功績倍率及

び乙の創業者としての功績等固有の事情を踏まえて、功績倍率３．５で算出される範囲内の

役員退職給与であれば相当であると認められるものの、これを超えた部分については名目の

如何にかかわらず、過大な役員退職給与として損金算入を認めることはできないのであって、
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退職慰労金とは別に支給しても合理的であるとの原告の主張（前記(2)のとおり実質的に功

績倍率４．６が適正と主張するものといえる。）は採用できない。 

(5) 不相当に高額な部分について 

 以上によれば、乙の役員退職給与のうち相当であると認められる金額は、適正役員報酬月額

１５０万円に勤続年数３７年（なお、乙は、創業後２年近く経って代表取締役に就任している

が、勤続年数を３７年とすることについては被告も争うものではない。）及び功績倍率３．５

を乗じた１億９４２５万円であり、これを超える部分は不相当に高額な部分に当たる。 

３ 損金算入を認めないことにより算出される原告の所得金額等 

 前記１及び２を前提に計算すると、原告の平成１５年３月期の所得金額は、当初６２６４万９

４６２円であったが、死亡退職金として損金算入していた２億７０００万円（弔慰金を控除する

と２億６１００万円）のうち６６７５万円が損金算入されずに所得金額に加算され、また、繰越

欠損金の当期控除過大額１８６万円が所得金額に加算される（前記第２の１(5)）結果、１億３

１２５万９４６２円となり、納付すべき法人税額は３８６７万５０００円（差引納付すべき法人

税額は１８７６万０４００円）、賦課されるべき過少申告加算税額は１８７万６０００円となり

（別紙計算書２参照）、これを超える部分の本件更正処分等はいずれも違法である。 

４ 結論 

 以上のとおり、原告の請求は、本件更正処分等のうち所得金額１億３１２５万９４６２円、納

付すべき税額３８６７万５０００円及び過少申告加算税額１８７万６０００円をそれぞれ超え

る部分の取消しを求める限度で理由があるからこれを認容し、その余は理由がないので棄却する

こととし、主文のとおり判決する。 

 

大分地方裁判所民事第１部 

裁判長裁判官 金光 健二 

   裁判官 松川 充康 

   裁判官 力元 慶雄 
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別紙 

○別表１ 

（単位：円、％） 

類似

法人 
決算期 売上金額 売上総利益率 使用人最高給与額 個人換算所得 代表者報酬 

Ａ 平14/10 378,822,818 20.53 6,878,339 52,425,059 16,800,000

Ｂ 平15/3 320,766,562 23.42 4,834,522 21,548,925 8,789,377

Ｃ 平14/12 695,363,044 13.52 8,783,620 52,956,800 18,824,400

Ｄ 平15/3 559,886,398 14.44 4,810,077 30,327,355 10,800,000

Ｅ 平15/2 242,568,963 8.98 7,154,000 11,887,606 12,000,000

Ｆ 平15/3 209,714,794 25.79 4,082,700 18,266,450 6,000,000

Ｇ 平14/8 245,773,990 13.29 4,204,263 23,502,900 10,800,000

Ｈ 平15/3 237,583,251 24.38 6,000,000 31,733,767 7,200,000

Ｉ 平14/6 242,395,363 20.64 3,629,853 28,495,321 9,600,000

Ｊ 平15/3 568,709,408 12.37 5,866,800 35,905,868 19,200,000

Ｋ 平15/3 362,307,304 20.99 3,986,000 34,298,769 12,000,000

Ｌ 平15/3 298,095,592 13.98 3,306,360 3,791,137 6,360,000

12法人平均 363,498,957 17.69 5,294,711 28,761,663 11,531,148

       

原告 平15/3 392,278,910 43.41 4,007,443 40,360,771 7,500,000

（注）原告の「代表者報酬」欄には、平成14年４月から同年８月までの間の５ヶ月分の代表者報酬を掲

げた。 

 

【比準報酬月額の計算方法】 

原告の売上

金額 
１ 

原告の売

上総利益

率 

１

原告の使

用人最高

給与額 

１

原告の個

人換算所

得 

１

類似法人の

売上金額の

平均 

× 

４ 

＋ 類似法人

の売上総

利益率の

平均 

×

４

＋ 類似法人

の使用人

最高給与

額の平均

×

４

＋ 類似法人

の個人換

算所得の

平均 

× 

４

 

× 
類似法人の代表者

報酬の平均 
÷ 12(ヶ月) ＝ 比準報酬月額 

 

【比準報酬月額の具体的計算】 

392,278,910 １ 43.41 １ 4,007,443 １ 40,360,771 １

363,498,957 
×

４ 
＋ 

17.69 
×

４
＋

5,294,711
×

４
＋ 

28,761,663 
×

４

 

× 11,531,148 ÷ 12 ＝ 
(比準報酬月額)

1,367,690 

 

（注）各係数は小数点以下第５位を四捨五入、金額は小数点以下を四捨五入した。 
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○別表２ 

 
資本金

(万円)

法人税確定申告書 

に記載された業種目 

役員退職金 

支給事業年度 

退職給与の額

(円) 

最終報酬月額

(円) 

勤続年数

(年) 
功績倍率 参考 

甲 1000 運送業 H13.3.1～H14.2.28 30,000,000 250,000 30 4.00

原処分で比較法人に採用している。 

甲第１号証９ページでは「乙」と表示

されている。 

乙 1000 運送業 H13.7.1～H14.6.30 30,000,000 392,000 35 2.19

原処分で比較法人に採用している。 

甲第１号証９ページでは「丙」と表示

されている。 

丙 1000 小型貨物自動車運送 H12.4.1～H13.3.31 24,000,000 400,000 42 1.43  

丁 600 一般貨物自動車運送業 H14.4.1～H15.3.31 15,000,000 430,000 24 1.45  

戊 1000 貨物運送業 H12.8.1～H13.7.31 15,000,000 500,000 33 0.91  

己 1000 運送業 H13.10.1～H14.9.30 100,000,000 1,225,000 29 2.81  

    

原告 1000 運送業 H14.4.1～H15.3.31 261,000,000 1,500,000 37 4.70  

（注）各法人の功績倍率は、退職給与の額を最終報酬月額に勤続年数を乗じた額で除し、小数点以下第３位を四捨五入して小数点第２位まで求めた。 
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○別表３ 

（単位：円、％） 

 決算期 売上金額 申告所得金額 総資産価額 純資産価額 

平12/2 278,692,834 △4,944,667 152,228,798 11,613,565

平13/2 206,645,255 2,669,121 128,090,150 25,650,952

平14/2 228,445,348 7,231,010 136,075,117 34,468,327

3期平均 237,927,812 1,651,821 138,798,022 23,910,948

甲 

原告との比較 53.6 5.3 13.8 8.1

平12/6 193,314,320 11,818,069 165,681,027 56,075,936

平13/6 196,355,113 34,318,516 171,508,772 56,176,911

平14/6 173,984,483 3,734,547 142,909,703 83,531,813

3期平均 187,884,639 16,623,711 160,033,167 65,261,553

乙 

原告との比較 42.3 53.2 15.9 22.0

平11/3 148,462,000 1,130,647 110,264,154 17,105,415

平12/3 152,292,112 508,628 104,244,233 17,352,187

平13/3 174,365,475 2,981,163 102,127,441 20,101,970

3期平均 158,373,196 1,540,146 105,545,276 18,186,524

丙 

原告との比較 35.6 4.9 10.5 6.1

平13/3 263,242,155 783,771 8,337,521 8,337,521

平14/3 250,332,697 783,954 288,733,863 8,550,966

平15/3 235,970,772 408,860 242,034,409 8,586,586

3期平均 249,848,541 658,862 179,701,931 8,491,691

丁 

原告との比較 56.2 2.1 17.9 2.9

平11/7 346,143,298 25,295,491 347,914,251 36,031,300

平12/7 345,589,495 14,541,266 327,926,459 32,336,255

平13/7 334,933,639 16,070,812 465,987,523 44,777,611

3期平均 342,222,144 18,635,856 380,609,411 37,715,055

戊 

原告との比較 77.0 59.6 37.8 12.7

平12/9 878,874,928 4,281,311 494,406,123 100,374,154

平13/9 1,027,363,722 2,850,265 528,791,065 100,733,177

平14/9 1,038,336,297 △53,166,178 533,182,531 43,029,937

3期平均 981,524,982 △15,344,867 518,793,240 81,379,089

己 

原告との比較 220.9 △49.1 51.6 27.5

   

平13/3 579,509,530 45,961,787 750,744,569 307,555,560

平14/3 361,064,574 △14,822,455 1,207,411,859 270,316,825

平15/3 392,278,910 62,649,462 1,059,622,388 310,136,054
原告 

3期平均 444,284,338 31,262,931 1,005,926,272 296,002,813

（注）「原告との比較」欄は、甲ないし己の「３期平均」の数値が原告の「３期平均」の数値に占める

割合を示す。 
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○別表４ 

比較法人 
退職給与の額 

（円） 

最終報酬月額 

（円） 

勤続年数 

（年） 
功績倍率 

甲 30,000,000 250,000 30 4.0

乙 30,000,000 392,000 35 2.2

丁 15,000,000 430,000 24 1.5

戊 15,000,000 500,000 33 0.9

己 100,000,000 1,225,000 29 2.8

５社合計 － － － 11.4

平均功績倍率 功績倍率５社合計１１．４÷５＝２．２８ 
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関連法令等 

１ 法人税法 

(1) ３４条１項（過大な役員報酬等の損金不算入） 

 内国法人がその役員に対して支給する報酬の額（次項の規定の適用があるものを除く。）のうち

不相当に高額な部分の金額として政令で定める金額は、その内国法人の各事業年度の所得の金額の

計算上、損金の額に算入しない。 

(2) ３６条（過大な役員退職給与の損金不算入） 

 内国法人が各事業年度においてその退職した役員に対して支給する退職給与の額のうち、当該事

業年度において損金経理をしなかつた金額及び損金経理をした金額で不相当に高額な部分の金額

として政令で定める金額は、その内国法人の各事業年度の所得の金額の計算上、損金の額に算入し

ない。 

２ 法人税法施行令 

(1) ６９条（過大な役員報酬の額） 

 法３４条１項（過大な役員報酬の損金不算入）に規定する政令で定める金額は、次の各号に掲げ

る場合の区分に応じ当該各号に定める金額（次の各号のいずれにも該当する場合には、当該各号に

定める金額のうちいずれか多い金額）とする。 

① 内国法人が各事業年度においてその役員に対して支給した報酬の額（法３４条第２項（仮装経

理等により支給した役員報酬の損金不算入）の規定の適用があるものを除く。次号において同

じ。）が、当該役員の職務の内容、その内国法人の収益及びその使用人に対する給料の支給の状

況、その内国法人と同種の事業を営む法人でその事業規模が類似するものの役員に対する報酬の

支給の状況等に照らし、当該役員の職務に対する対価として相当であると認められる金額を超え

る場合 その超える部分の金額（その役員が二人以上ある場合には、これらの役員に係る当該超

える部分の金額の合計額） 

② 定款の規定又は株主総会、社員総会若しくはこれらに準ずるものの決議により報酬として支給

することができる金額の限度額を定めている内国法人が、各事業年度においてその役員（当該限

度額が定められた報酬の支給の対象となるものに限る。以下この号において同じ。）に対して支

給した報酬の額（法３５条５項（使用人としての職務を有する役員の意義）に規定する使用人と

しての職務を有する役員に対して支給する報酬のうちその使用人としての職務に対するものを

含めないで当該限度額を定めている内国法人については、当該事業年度において当該職務に対す

る報酬として支給した金額のうち、その内国法人の他の使用人に対する給料の支給の状況等に照

らし当該職務に対する報酬として相当であると認められる金額を除く。）の合計額が当該事業年

度に係る当該限度額を超える場合 その超える部分の金額 

(2) ７２条（過大な役員退職給与の額） 

 法３６条（過大な役員退職給与の損金不算入）に規定する政令で定める金額は、内国法人が各事

業年度においてその退職した役員に対して支給した退職給与の額が、当該役員のその内国法人の業

務に従事した期間、その退職の事情、その内国法人と同種の事業を営む法人でその事業規模が類似

するものの役員に対する退職給与の支給の状況等に照らし、その退職した役員に対する退職給与と

して相当であると認められる金額をこえる場合におけるそのこえる部分の金額とする。 

３ 相続税法基本通達 

 弔慰金等の取扱いを定めた相続税法基本通達３－２０では、被相続人の死亡により相続人その他の
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者が受ける弔慰金等については、退職給与規程等に基づいて受ける退職手当金等に該当するものを除

き、被相続人の死亡が業務上の死亡でないときは、その雇用主等から受ける弔慰金等のうち、当該被

相続人の死亡当時における賞与以外の普通給与の半年分に相当する金額を弔慰金等に相当する金額

として取り扱い、これを超える部分の金額を退職手当金等に該当するものとして取り扱うとされてい

る。 



22 

計算書１ 

 

１ 原告の平成１５年３月期の所得金額の計算 

(1) 役員報酬の損金不算入額 

 平成１４年４月から平成１４年８月までに乙に対して支給した役員報酬７５０万円のうち、役員

報酬月額が１３６万７６９０円の５ヶ月分である６８３万８４５０円を超える６６万１５５０円

は損金の額に算入されないこととなる。 

（計算式） 

1,367,690円（役員報酬月額）×５ヶ月＝6,838,450円 

7,500,000円－6,838,450円＝661,550円 

(2) 役員退職給与の損金不算入額 

ア 原告が、弔慰金として支給した９００万円のうち、役員報酬月額１３６万７６９０円の６ヶ月

分である８２０万６１４０円を超える７９万３８６０円は、退職給与として取り扱われることに

なる。 

（計算式） 

1,367,690円×６ヶ月＝8,206,140円 

9,000,000円－8,206,140円＝793,860円 

イ 原告が、平成１５年３月期に乙に対して支給した退職給与２億６１００万円及び上記アの弔慰

金のうち退職給与として取り扱われる７９万３８６０円の合計額２億６１７９万３８６０円の

うち、役員報酬月額１３６万７６９０円に勤続年数３７年と比較法人の平均功績倍率２．３を乗

じた金額である１億１６３９万０４１９円を超える１億４５４０万３４４１円は損金の額に算

入されないこととなる。 

（計算式） 

261,000,000円＋ア 793,860円＝261,793,860円 

1,367,690円×37年（勤続年数）×2.3（功績倍率）＝116,390,419円 

261,793,860円－116,390,419円＝145,403,441円 

(3) 繰越欠損金の当期控除額の減少額 

 平成１４年３月期に係る修正申告により、法５７条の規定に基づき、平成１５年３月期において

損金の額に算入される欠損金額に相当する金額は１４８２万２４５５円となり、平成１５年３月期

の確定申告書に繰越欠損金の当期控除額として記載された１６６８万２４５５円との差額１８６

万円は当期控除過大額として所得金額に加算される。 

（計算式） 

16,682,455円－14,822,455円＝1,860,000円 

(4) 原告の平成１５年３月期のあるべき所得金額は、確定申告書別表１(一)１欄に記載の所得金額

６２６４万９４６２円に上記(1)の役員報酬の損金不算入額６６万１５５０円、上記(2)の役員退職

給与の損金不算入額１億４５４０万３４４１円及び上記(3)の繰越欠損金の当期控除額の減少額１

８６万円との合計額１億４７９２万４９９１円を加算した２億１０５７万４４５３円となる。 

２ 法人税額及び加算税額の計算過程とその根拠 

 原告のあるべき所得金額２億１０５７万４４５３円に基づき、平成１５年３月期の法人税額等を計

算すると次のとおりとなる。 
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(1) 差引納付すべき法人税額 ４２５５万４９００円 

ア 所得金額に対する法人税額 ６２５３万２２００円 

 上記１で算出された原告の平成１５年３月期の所得金額２億１０５７万４４５３円につき、国

税通則法１１８条１項の規定による端数処理（１０００円未満切捨て）をし、平成１５年当時の

法６６条１項（経済社会の変化等に対応して早急に講ずるべき所得税及び法人税の負担軽減措置

に関する法律１６条１項の規定により、税率３０％）及び同条２項（経済社会の変化等に対応し

て早急に講ずるべき所得税及び法人税の負担軽減措置に関する法律１６条１項の規定により、税

率２２％）の規定により計算した。 

（計算式） 

（210,574,000円－8,000,000円）×30％＝60,772,200円 

8,000,000円×22％＝1,760,000円 

60,772,200円＋1,760,000円＝62,532,200円 

イ 法人税額から控除される所得税額 ６万２６２１円 

 法人税法６８条の規定により、法人税額から所得税額を控除する。 

ウ 既に納付の確定した法人税額 １９９１万４６００円 

エ 上記ア及びイにより算出された金額につき、国税通則法１１９条１項による端数処理（１００

円未満切捨て）をした金額から、上記ウの金額を控除することにより差引納付すべき法人税額は

４２５５万４９００円となる。 

（計算式） 

ア 62,532,200円－イ 62,621円－79円（端数処理）－ウ 19,914,600＝42,554,900円 

(2) 過少申告加算税の額の計算 

 過少申告加算税の額 ５３８万３５００円 

ア 国税通則法６５条１項の規定に基づき、上記(1)の差引納付すべき法人税額４２５５万円（国

税通則法１１８条３項の規定により１万円未満の端数を切り捨てたもの）に１００分の１０の割

合を乗じた４２５万５０００円 

（計算式） 

（42,554,900円－4,900円（端数処理））×10／100＝4,255,000円 

イ 国税通則法６５条２項の規定に基づき、上記(1)の差引納付すべき法人税額４２５５万円（国

税通則法１１８条３項の規定により１万円未満の端数を切り捨てたもの）から、同条３項２号の

規定により計算される期限内申告税額に相当する金額１９９７万７２２１円を控除した２２５

７万円（国税通則法１１８条３項の規定により１万円未満の端数を切り捨てたもの）に１００分

の５の割合を乗じた１１２万８５００円 

（計算式） 

42,554,900円－4,900円（端数処理）－19,977,221円－2,779円（端数処理）＝22,570,000円 

22,570,000円×5／100=1,128,500円 

ウ 過少申告加算税は、国税通則法６５条１項及び同条２項の規定に基づき、上記ア及びイの合計

金額５３８万３５００円となる。 

（計算式） 

ア 4,255,000円＋イ 1,128,500円＝5,383,500円 

３ まとめ 
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 以上のとおり、原告の平成１５年３月期における所得金額は２億１０５７万４４５３円、差引納付

すべき法人税額は４２５５万４９００円、賦課されるべき過少申告加算税の額は５３８万３５００円

となる。 
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計算書２ 

 

１ 原告の平成１５年３月期の所得金額の計算 

(1) 役員退職給与の損金不算入額 

 原告が、平成１５年３月期に乙に対して支給した退職給与２億６１００万円のうち、役員報酬月

額１５０万円に勤続年数３７年と功績倍率３．５を乗じた金額である１億９４２５万円を超える６

６７５万円は損金の額に算入されないこととなる。 

（計算式） 

1,500,000円×37年（勤続年数）×3.5（功績倍率）＝194,250,000円 

261,000,000円－194,250,000円＝66,750,000円 

(2) 繰越欠損金の当期控除額の減少額 

 平成１４年３月期に係る修正申告により、法５７条の規定に基づき、平成１５年３月期において

損金の額に算入される欠損金額に相当する金額は１４８２万２４５５円となり、平成１５年３月期

の確定申告書に繰越欠損金の当期控除額として記載された１６６８万２４５５円との差額１８６

万円は当期控除過大額として所得金額に加算される。 

（計算式） 

16,682,455円－14,822,455円＝1,860,000円 

(3) 原告の平成１５年３月期のあるべき所得金額は、確定申告書別表１(一)１欄に記載の所得金額

６２６４万９４６２円に上記(1)の役員退職給与の損金不算入額６６７５万円及び上記(2)の繰越

欠損金の当期控除額の減少額１８６万円との合計額６８６１万円を加算した１億３１２５万９４

６２円となる。 

２ 法人税額及び加算税額の計算過程とその根拠 

 原告のあるべき所得金額１億３１２５万９４６２円に基づき、平成１５年３月期の法人税額等を計

算すると次のとおりとなる。 

(1) 差引納付すべき法人税額 １８７６万０４００円 

ア 所得金額に対する法人税額 ３８７３万７７００円 

 上記１で算出された原告の平成１５年３月期の所得金額１億３１２５万９４６２円につき、国

税通則法１１８条１項の規定による端数処理（１０００円未満切捨て）をし、平成１５年当時の

法６６条１項（経済社会の変化等に対応して早急に講ずるべき所得税及び法人税の負担軽減措置

に関する法律１６条１項の規定により、税率３０％）及び同条２項（経済社会の変化等に対応し

て早急に講ずるべき所得税及び法人税の負担軽減措置に関する法律１６条１項の規定により、税

率２２％）の規定により計算した。 

（計算式） 

（131,259,000円－8,000,000円）×30％＝36,977,700円 

8,000,000円×22％＝1,760,000円 

36,977,700円＋1,760,000円＝38,737,700円 

イ 法人税額から控除される所得税額 ６万２６２１円 

 法人税法６８条の規定により、法人税額から所得税額を控除する。 

ウ 既に納付の確定した法人税額 １９９１万４６００円 

エ 上記ア及びイにより算出された金額につき、国税通則法１１９条１項による端数処理（１００
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円未満切捨て）をした金額から、上記ウの金額を控除することにより差引納付すべき法人税額は

１８７６万０４００円となる。 

（計算式） 

ア 38,737,700円－イ 62,621円－79円（端数処理）－ウ 19,914,600＝18,760,400円 

(2) 過少申告加算税の額の計算 

 過少申告加算税の額 １８７万６０００円 

 国税通則法６５条１項の規定に基づき、上記(1)の差引納付すべき法人税額１８７６万円（国税

通則法１１８条３項の規定により１万円未満の端数を切り捨てたもの）に１００分の１０の割合を

乗じた１８７万６０００円となる。 

（計算式） 

（18,760,400円－400円（端数処理））×10／100=1,876,000円 

３ まとめ 

 以上のとおり、原告の平成１５年３月期における所得金額は１億３１２５万９４６２円、差引納付

すべき法人税額は１８７６万０４００円（納付すべき法人税額は３８６７万５０００円）、賦課され

るべき過少申告加算税の額は１８７万６０００円となる。 


